
◎ ２００４年NPO法人活動実態調査  アンケート調査票 

 
Ⅰ． 貴法人の概要について 
Ｆ．貴法人の概要についてご記入下さい。 

（フリガナ） 

貴法人名 

 

代表者  調査票ご記入者  

設立時期 西暦        年    月 法人格取得時期 １．設立時   ２．西暦       年    月

事務所所在地 〒      － 

 

従たる事務所 １．ある（→ 都道府県名をご記入下さい：        都・ 道・府・県）  

２．ない 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

電子メール (代表またはご記入者アドレス) 

ホームページ  

貴法人の代表者は、別の法人の代表または理事・役員等を兼任されていますか。兼任されている場合は、

該当する番号に○印を付けて下さい。 

１．財団法人    ２．社会福祉法人    ３．社団法人    ４．株式会社 

５．有限会社    ６．協同組合        ７．その他（                  ） 

設立の前身 貴法人は、設立時に引き継いだ組織等がありましたか。 

１．ない 

２．ある （具体的にご記入下さい） 

      

 

Ｑ１．貴法人では、どのような特定非営利法人活動をされていますか。以下の「法で定める１７の活動分野」のうち、

主な活動に該当する番号に◎印を１つ、その他の活動に○印をつけて下さい（○はいくつでも）。 

１． 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

２． 社会教育の推進を図る活動 

３． まちづくりの推進を図る活動 

４． 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

５． 環境の保全を図る活動 

６． 災害救援活動 

７． 地域安全活動 

８． 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

９． 国際協力の活動 

１０． 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

１１． 子どもの健全育成を図る活動 

１２． 情報化社会の発展を図る活動 

１３． 科学技術の振興を図る活動 

１４． 経済活動の活性化を図る活動 

１５． 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

１６． 消費者の保護を図る活動 

１７． 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 



Ｑ２．貴法人は、上記の特定非営利活動以外に、「その他の事業」を定款で定めていますか。 

１．定めている ２．定めていない 

Ｑ３．貴法人の会員数とその内容について下欄にご記入下さい。 

１．正会員の数 （            ）会員 うち個人：         名／団体：         団体 

２．賛助会員の数 （            ）会員 うち個人：         名／団体：         団体 

ＳＱ３．前年同時期と比べて正会員数の増減はありましたか。 

１．増加した ２．変化なし ３．減少した 

 

 

Ⅱ． ＮＰＯ活動の概要について 
 

Ｑ４．ＮＰＯ法人としての主要な活動の形態と活動の頻度についてお答え下さい。 

１．週5 日以上 ２．週3・4 日程度 ３．週1・2 回程度 ４．月２回程度 

５．月1 回程度 ６．それ以下の頻度 ７．その他（                        ） 

Ｑ５．通常月における平均的な活動参加者数と参加者１人当たりの月間活動時間についお答え下さい。 

１．通常月における平均的な活動参加者数 約     人 
２．参加者１人当たりの月間活動時間 約    時間 

Ｑ６．活動（又はボランティア活動）参加者の職業とそのおよその割合についてご記入下さい。 

１．企業・団体職員   ％ ７．専門家(弁護士・会計士等)   ％ 

２．経営者・自営業者   ％ ８．家事専業者   ％ 

３．パート・アルバイト   ％ ９．他のＮＰＯ職員   ％ 

４．行政機関の職員   ％ 10．退職者   ％ 

５．教員・研究者   ％ 11．その他（                ）   ％ 

６．学生   ％ 合     計 １００ ％ 

 

Ｑ７．活動に際してのボランティア手当て（活動手当て）や活動実費支給状況について該当する番号に○印を付け、有

償の場合（「２．」）があればその比率についてもお答え下さい。 

１． 全て無償であり、支給していない。 
２． 無償の場合と有償の場合がある。（→有償の比率はどの程度ですか    ％） 

 
Ｑ８．（Ｑ７．で、「２．」とお答えの方にお尋ねします）有償の場合の支給範囲はどのようになっていますか。 

１． 実費＋活動手当てを支給するケースが    ％位 
２． 実費のみ支給するケースが    ％位 
３． その他（具体的に：        ）のケースが   ％位 
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Ⅲ． 事務局のスタッフ構成等について 
Ｑ９．事務局スタッフの体制（役員兼務も含む）はどのようになっていますか。該当する番号に○印を付け、人数及び

およその１人平均週当たり活動時間（勤務時間等）をご記入下さい。 

 人数 １人平均週当たり活動時間（勤務時間等） 
１．有給常勤スタッフ 名 時間／週くらい 
２．有給非常勤スタッフ 名 時間／週くらい 
３．無給常勤スタッフ 名 時間／週くらい 
４．無給非常勤スタッフ 名 時間／週くらい 
５．特定の事務局スタッフはいない 

 

Ｑ１０．労務関係等はどのようになっていますか。下欄の該当する番号に○印を付けて下さい。 

（○はいくつでも） 

１．雇用契約 ２．就業規則 ３．健康保険 ４．厚生年金保険 
５．雇用保険 ６．労災保険 ７．ボランティア保険 ８．退職金 

 

Ｑ１１．事務所スペースの確保の仕方について下欄の該当する番号に○印を付けて下さい。 

１．民間の賃貸 ２．行政の優遇措置のある賃貸（インキュベータなど） 
３．個人の無償提供 ４．法人の無償提供 ５．その他（具体的に：                        ） 

 

Ｑ１２．事務所スペースの広さはどのくらいですか。およその面積をご記入下さい。 

・約     ㎡（実際に事務所として使用している面積、または家賃の支払い対象となっているスペース） 
 
 
Ⅳ． 収支状況・コスト等について 
 

Ｑ１３．貴法人の決算期間はいつからいつまでですか。   → 月    日  ～     月    日

 

Ｑ１４．貴法人の最近年度の会計収支計算書のうち、「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」の収入の部に

ついて、以下にご記入下さい。なお、Ｑ２．で「その他の事業は定款で定めていない」と回答された方、あるいは、

「定めている」と回答された方で、最新年度の「その他の事業」の実績がない場合には、いずれも「０」をご記入下

さい。 

① 特定非営利事業活動の「当期収入合計」 千円 

② その他の事業の「当期収入合計」 千円 
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Ｑ１５．最新年度の「特定非営利活動にかかる事業」の収支計算書の「収入の部」について、以下の欄にご記入下さい。

６．の「繰入金」については、「その他の事業」の定めがないか、当該年度の実績がない場合は「０」をご記入下さ

い。（金額は千円未満を切り捨てて、千円単位でご記入下さい。） 

収 入 の 部 金額（単位：千円）

１．会費・入会金収入  

２．事業収入（種類別内訳）  

認可事業（介護保険、支援費等）  

行政の委託事業  

民間の委託事業  

自主事業  

３．補助金・助成金収入  

うち、行政の補助金  

助成団体の助成金  

４．寄付金・協賛金収入  

５．その他の収入  

うち、利息収入  

その他の収入  

６．「その他の事業」会計からの繰入金  

７．当期収入合計（1～6の合計）  

８．前期繰越収支差額  

９．収入合計（7＋8）  

10．（参考）当期借入金  

Ｑ１６．最新年度の「特定非営利活動にかかる事業」の収支計算書の「支出の部」について、以下の欄にご記入下さい。

事業費の①活動分野別内訳については、Ｑ１．で回答された活動分野（右の分野番号表参照）別にまとめてご記入下

さい。また、事業費の②の内訳は、①の活動分野すべてをまとめた再掲数値を記入して下さい。 

支 出 の 部 金額（単位：千円）

１．事業費  

①活動分野別内訳（分野番号は右表参照） ― 

分野番号：    

分野番号：    

分野番号：    

②（再掲）種類別内訳 ― 

人件費※（認可事業人件費、その他の有償活動人件費）  

その他の事業費（旅費・交通費、会場借用料、講師謝

金等） 

 

２．管理費  

①人件費※（役員報酬・事務局人件費）  

②家賃・共益費・光熱水道費  

③その他の管理経費（機器リース料、消耗品費、通

信費、保険料、租税公課など） 

 

３．予備費  

４．当期支出合計（１＋２＋３）  

５．当期収支差額（収入の部7－支出の部4）  

６．次期繰越収支差額（収入の部8＋支出の部5）  

1 保健、医療、福祉

2 社会教育

3 まちづくり

4 学術、文化、芸術、スポーツ

5 環境保全

6 災害救援

7 地域安全

8 人権擁護、平和推進

9 国際協力

10 男女共同参画社会形成

11 子どもの健全育成

12 情報化社会の発展

13 科学技術の振興

14 経済活動の活性化

15 職業能力開発、雇用機会拡充

16 消費者保護

17 NPO支援

分野番号表

※ 「人件費」につきましては、事業費に係る部分と事務局人件費等の管理費に係る部分の分割が困難な場合には、およその比率で配分

するか、または、主たる方に全額配分してご記入下さい。 
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Ｑ１７．（上のＱ１６．で「人件費」の欄にご記入された方に伺います）1人あたり人件費のおよその金額をお答え下さ

い。 

１．常勤スタッフ1 人あたり給与 （一時金を含めた年間給与）                千円 

２．非常勤スタッフ給与 （時間給）                  円 

３．活動手当て（有償ボランティア手当て） （時間給）                  円 

 

Ｑ１８．貴法人の固定資産について帳簿価格でお答え下さい。 

固定資産(土地を除く) 

 千円 
 
◆本アンケートの調査結果をお知らせする場合には、どのような方法を望まれますか。該当する番号に○印を付けて下

さい。 

１． 郵送 
２． ｅ－メール 
３． 当経済産業研究所のホームページからダウンロード 

 

質問は以上でございます。設問で触れたこと以外で、NPO活動に対する支援や協働などについてお気

づきの点、あるいはご意見等がございましたら、自由にご記入下さい。 

 
 
 
 
 
 

ご協力、誠にありがとうございました 
 
 
 


	◎　２００４年NPO法人活動実態調査  アンケート調査票

